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Q1 労働者とは︖管理監督者とは︖
Q２ 労働時間とは︖
Q３ ３６協定とは︖

働き⽅改⾰の基礎知識

1

基礎の



答）雇用されている人は労働者。
労働基準法が適用。

「管理監督者」は労働時間規制の対象外だが、
「管理監督者」とは役職名で決まるものではなく、

①経営と⼀体的な⽴場で仕事をしている
②出勤、退勤、勤務時間等制限なし
③ふさわしい処遇がなされている

という実態にあるもの。

それ以外は「管理職」であっても「管理監督者」
ではなく、残業代支給が必要。
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答） 労働時間とは使用者の指揮命令下に
置かれている時間。

※ 業務に必要な準備⾏為等も労働時間
着替え、清掃等も労働時間であり、

診療開始時刻≠始業時間

院内で緊急時に備えて待っている時間
（手待ち時間）も労働時間

研修・教育、会議・委員会等への出席
強制・命令であれば労働時間。任意出席とし

つつも、⽋席の場合に不利益に取扱うなら
労働時間

3

Q２ 労働時間とは︖

⇒ 労働基準監督署の宿日直許可を得ていて、許可範囲内の労働である場合のみ、
労働時間としないことができる。

⇒ 医師の研鑽について、考え⽅と、適切に取り扱う
ための手続を示した通達あり。



一般的な宿日直許可の基準
断続的な宿直又は日直勤務の許可基準（昭和22年9月13日発基17号、昭和63年3月14日基発150号）

一 勤務の態様

イ 常態として、ほとんど労働をする必要がない勤務のみを認めるものであり、定時巡視、緊急の
文書又は電話の収受、非常事態に備えての待機等を目的とするものに限って許可するものであ
ること。

ロ 原則として、通常の労働の継続は許可しないこと。したがって、始業又は終業時刻に密着した
時間帯に、顧客からの電話の収受又は盗難・火災防止を行うものについては、許可しないもの
であること。

二 宿日直手当（略）

三 宿日直の回数

許可の対象となる宿直又は日直の勤務回数については、宿直勤務については週一回、日直勤
務については月一回を限度とすること。ただし、当該事業場に勤務する１８歳以上の者で法律上
宿直又は日直を行いうるすべての者に宿直又は日直をさせてもなお不足でありかつ勤務の労働
密度が薄い場合には、宿直又は日直業務の実態に応じて、週一回を超える宿直、月一回を超え
る日直についても許可して差し支えないこと。

四 その他
宿直業務については、相当の睡眠設備の設置を条件とするものであること。

【医師、看護師等の宿日直手当】病院における医師、看護婦のように、賃金額に著しい差のあ
る職種の者が、それぞれ責任度又は職務内容を異にする宿日直をする場合においては、1回

の宿日直手当の最低額は宿日直につくことの予定されているすべての医師ごと又は看護婦
ごとにそれぞれ計算した１人１日平均額の３分の１とすること。（昭和33年2月13日基発90号）
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医師の労働時間にかかる論点の取扱い（宿日直）

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示
により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。

日勤帯
（所定
内労働
時間）

当直帯
（15時間程度）

例えば
8:30 17:30 翌8:30  （原則の考え方）指示があった場合には即時に業務に従事することを求められ

ている場合は、手待時間として労働時間。

 （特例）労働密度がまばらであり、労働時間規制を適用しなくとも必ずしも労

働者保護に欠けることのない一定の断続的労働⇒労働基準監督署長の許可を受

けた場合に労働時間規制を適用除外。

（※この場合、15時間程度のうち実働した時間のみが規制対象）

 許可に当たっては、①一般的許可基準（昭和22年発出）と、②医師、看護師に

係る許可基準（令和元年７月発出）により判断。②において、第９回検討会で

お示しした案を元に、許可対象となる「特殊の措置を必要としない軽度の又は

短時間の業務」を例示した。

（医師の働き方改革に関する検討会でのご議論を踏まえた例示）
• 「医師が、少数の要注意患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看護師等に対する指示、

確認を行うこと」
• 「医師が、外来患者の来院が通常想定されない休日・夜間（例えば非輪番日であるなど）において、少数の軽

症の外来患者や、かかりつけ患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看護師等に対する指
示、確認を行うこと」

※宿日直中に、通常の勤務時間と同態様の業務に従事することが稀にあったときについては、一般的にみて、常態としてほとんど労
働することがない勤務であり、かつ宿直の場合は夜間に十分な睡眠が取り得るものである限り、宿日直の許可は取り消さない。
※当該通常の勤務時間と同態様の業務に従事する時間について労働基準法第33条又は第36条の第１項による時間外労働の手続きがと
られ、法第37条の割増賃金が支払われるよう取り扱うこと。

様々な実態
• ほとんど実働がない、いわ

ゆる「寝当直」
• 救命救急センター等、ほぼ

一晩中実働である
• その中間

※宿日直の許可は、所属診療科、職種、時間帯、業務の種類等を限って得ることも可能（深夜の時間帯のみ、病棟宿日直業務のみも可能）

※ 「医師、看護師等の宿日直許可基準について」（令和元年７月１日付け基発0701第８号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽に係る労働時間に関する
考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）
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必要な手続等
 研鑽を行うことに

ついての医師の申
出と上司による確
認（その記録）

 通常勤務と明確に
切り分ける（突発
的な場合を除き診
療等を指示しない、
服装等外形的に見
分けられる措置）

 医療機関ごとに取
扱いを明確化して
書面等に示し、院
内職員に周知する

医師の労働時間にかかる論点の取扱い（研鑽）

研鑽が労働時間に該当するかどうかについては「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」によ
り判断することとなる。現場における医師の研鑽の労働時間管理の取扱いについて、その考え方と、適
切に取り扱うための手続を通達で示している。

日勤帯
（所定
内労働
時間）

時間外に残って
研鑽を行ってい

る時間

例えば
8:30 17:30

 医師の研鑽については、医学は高度に専門的であることに加え、日進月歩の技術

革新がなされており、そのような中、個々の医師が行う研鑽が労働であるか否か

については、当該医師の経験、業務、当該医療機関が当該医師に求める医療提供

の水準等を踏まえて、現場における判断としては、当該医師の上司がどの範囲を

現在の業務上必須と考え指示を行うかによらざるを得ない。

※所定労働時間内において勤務場所で研鑽を行う場合は、当然に労働時間となる。

 労働に該当する範囲を医師本人、上司、使用者が明確に認識し得るよう、基本と

なる考え方を示すとともに、労働に該当するかどうかの判断を明確化するための

手続等を示す。

様々な実態
• 診療ガイドライン等の勉強
• 勉強会の準備、論文執筆
• 上司等の診療や手術の見

学・手伝い

研鑽の類型 考え方・手続

診療ガイドライ
ンや新しい治療
法等の勉強

• 業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による
指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、診療の準備又は診療に伴う後処理として不可欠なものは、労働時間に該当する。

学会・院内勉強
会等への参加や
準備、専門医の
取得・更新にか
かる講習会受講
等

• 左記の研鑽が奨励されている等の事情があっても、業務上必須ではない行為を自由な意思に基づき、所定労働時
間外に自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一
般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、研鑽の不実施について就業規則上の制裁等の不利益が課されているため、その実施を余儀なくされてい
る場合や、研鑽が業務上必須である場合、業務上必須でなくとも上司が明示・黙示の指示をしている場合は、労
働時間に該当する。

当直シフト外で
時間外に待機し、
手術・措置等の
見学を行うこと

• 業務上必須でない見学を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指
示なく行う場合、当該見学やそのための待機時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間
に該当しないと考えられる。

• ただし、見学中に診療を行った場合については、当該診療を行った時間は、労働時間に該当すると考えられ、ま
た、見学中に診療を行うことが慣習化、常態化している場合については、見学の時間全てが労働時間に該当する。

※ 「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」（令和元年７月１日付け基発0701第９号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽
に係る労働時間に関する考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）
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労働時間の判断基準について
労働時間の判断基準労働時間の判断基準

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン
（平成29年１月20日策定）

○ 労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示
により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。そのため、次のアからウのような時間は、労働
時間として扱わなければならない。

ア 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定の服装
への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行った時間

イ 使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れること
が保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手待時間」）

ウ 参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示により業務に必
要な学習等を行っていた時間

○ ただし、これら以外の時間についても、使用者の指揮命令下に置かれていると評価される時間について
は労働時間として取り扱うこと。

○ なお、労働時間に該当するか否かは、労働契約、就業規則、労働協約等の定めのいかんによらず、労働
者の行為が使用者の指揮命令下に置かれたものと評価することができるか否かにより客観的に定まるもの
である。また、客観的に見て使用者の指揮命令下に置かれていると評価されるかどうかは、労働者の行為
が使用者から義務づけられ、又はこれを余儀なくされていた等の状況の有無等から、個別具体的に判断さ
れるものである。 7



（改正前）

法律上は、時間外労働に上限なし
（⾏政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間

週40時間

上限なし

年間６か月まで
大臣告示による上限

（⾏政指導）

（改正後）

法律で時間外労働の上限を定め、これ
を超える時間外労働はできなくなる。

１年間＝12か月

年間６か月まで

残業時間(原則)
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間

週40時間

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊

＊休日労働を含む

◆時間外労働の上限規制
時間外労働の上限を法律で罰則付きで規制

時間外労働の上限を法律で規制することは、71年前（1947年）に制定された労働基準法において初めての⼤改⾰。

労働基準法第３６条に基づく労使協定（通称「３６（さぶろく）協定」）を結ぶことで、
法定時間を超えた時間外労働が可能になります。

Q３ ３６協定とは︖
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Q. なぜ「働き方改革」が必要なのか

医療機関の

働き方改革の意義
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日本の⼈⼝は近年減少局⾯を迎えている。2065年には総⼈⼝が9,000万⼈を割り込み、高齢
化率は38％台の水準になると推計されている。

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」

日本の⼈⼝の推移
平成29年推計値

（日本の将来推計人口）
実績値

（国勢調査等）
人口（万人）

生産年齢
人口割合

51.4%

高齢化率
38.4%

合計特殊
出生率
1.44

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口
60.7%

26.6%

1.45

(2015)

12,709万人

11,913

3,716

6,875

1,321

8,808

3,381

4,529

898

2015
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1851 1595 1407 1194

8638
7728

7170
5978

901 1632
2180

2239

2000 2015 2025 2040

高齢者（後期高齢者）の急増

0〜14歳

15〜64歳

65歳〜

（うち75歳〜）

（単位︓万⼈）

（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口平成29年推計」

（実績） （実績） （推計） （推計）

2,204
3,387

3,677

3,921

▲10.5% ▲ 7.2% ▲16.6%

＋53.7%

＋ 8.6%

＋ 6.6%

（＋81.1%）
（＋33.6%）

（＋ 2.7%）

⽣産年齢⼈⼝の急減

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

2040年までの人⼝構造の変化
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• 労働力人口（働き手）が少ない社会

社会を維持するためには。。

• 女性・高齢者等の活躍が必要

• 制約要因をなくそう！

・正社員の長時間かつ硬直的な労働時間

・非正規の低賃金と不安定な雇用

働き方改革！

なぜ「働き⽅改⾰」が必要なのか
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働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（医療機関への適用関係）
項目名 規制の概要 中小企業規模※ それ以外

時間外労働
の上限規制

原則として月45時間、年360時間等とする
罰則付きの上限規制を導入する

医師を除き2020.4.1

から適用
医師を除き2019.4.1

から適用

割増賃金率
月60時間を超える時間外労働に係る割増
賃金率を50％以上とする

2023.4.1から適用 （既に適用あり）

年次有給休
暇

10日以上の年次有給休暇が付与される労
働者に対し、5日について、毎年時季指定し

て与えなければならない（労働者が時季指
定したり計画的付与したものは除く）

2019.4.1から適用

労働時間の
状況の把握

省令で定める方法（現認や客観的な方法）
により把握をしなければならない

2019.4.1から適用

産業医
産業医が行った労働者の健康管理等に関
する勧告の内容を衛生委員会に報告しな
ければならないとする等

2019.4.1から適用
（ただし、産業医の選任義務のある労働者数50

人以上の事業場）

雇用形態に
かかわらない
不合理な待
遇差の禁止

同一企業内において、正規雇用労働者と
非正規雇用労働者（パートタイム労働者、
有期雇用労働者、派遣労働者）の間で、基
本給や賞与などのあらゆる待遇について不
合理な待遇差を設けることを禁止

2021.4.1から適用
（派遣労働者について
は2020.4.1から適用）

2020.4.1から適用

※ 医療業における“中小企業”の基準
⇒企業単位でみて ｉ）資本金の額又は出資の総額が５千万円以下 又は ｉｉ）常時使用する労働者の数が100人以下
（なお、持分なし医療法人や社会福祉法人等の「資本金」や「出資金」がない法人格の場合は、法人全体の常時使用する労
働者の数のみで判断する）

13

医師は2024.4.1から適用。医師は上限水準も別途定める。
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■新しい働き⽅︓
・⼀人⼀人の状況に応じた多様な働き⽅で

労働⼒を最大限に活かす
※労働⼒資源が限られている「人⼝減少社会」対応型の働き⽅
※ 勤務条件を工夫することで採用の可能性が広がり、

定着率の向上も期待

■古い働き⽅︓
・⼀部の職員の⻑時間労働ですべてを解決
・⻑時間労働出来ない⼈は労働市場から排除

※ ⼈が無尽蔵に供給されうる
「⼈⼝増加社会」型の働き⽅

【法規制】で促進
・時間外・休日労働の上限設定 ・確実な休暇取得
・正規と非正規の不合理な待遇差の禁止



■「少ない労働⼒でパフォーマンスを発揮する働き⽅」
へのシフトが必要︕

・縦割りから連携へ
・多職種・多機関の地域内での協働へ
・働きがいがある、魅⼒ある職場へ

⇒医療を未来に繋げるためにも、働き方改革を！ 15

答）働き⽅改⾰は、
時代の変化への対応⽅策︕

□「法律」は最低限、社会全体でこれは守ろうよ、ということを形にしたもの。
□是非、「法律」を守ることの先を行く「働き方改革」でより時代に対応した働き方へ！

Q  なぜ「働き⽅改⾰」が必要なのか︖



働き方と医療安全との関係

Belenky et al, J Sleep Res 2003Dawson & Reid, Nature 1997

２．睡眠と作業能力の関係（第５回検討会 高橋正也参考人報告資料より抜粋）

１．医療事故やヒヤリ・ハットの経験（勤務時間区分ごと）

 医療事故やヒヤリ・ハットを経験した割合は、勤務時間が長くなるほど上昇する。

 睡眠不足は、作業能力を低下させたり、反応の誤りを増加させたりすることがわかっている。

（出典）平成29年度厚生
労働省・文部科学省委託
「過労死等に関する実態把
握のための労働・社会面の
調査研究事業報告書（医療
に関する調査）」（平均的な１ヶ月における実勤務時間）

第12回医師の働き方改革に関する
検討会（H30.11.19）資料２より

16



外科における当直明けの手術参加の状況（平成24年度調査）
 当直明けの手術参加の有無について、「いつもある」が36.0％でもっとも多く、次いで「しばしばある」が25.0％、

「まれにある」が12.5％であり、ほとんどが当直明けの手術参加経験を有している。

 当直明け手術参加経験がある場合、当直が手術に与える影響について、「医療事故・インシデントはないが、まれに
手術の質が低下することがある」が65.0％で突出して多い。

（出典）日本外科学会「平成２
４年度 日本外科学会会員の労働
環境に関するアンケート調査」

【当直明けの手術参加経験がある場合】当直が手術に与える影響

最近（ここ1～2 年）における、当直明けの手術参加の有無

【当直明けの手術参加経験がある場合】
「当直明けは休み」のルールを作るべきか

2020/8/15 日本外科学会 17



■医師を含め、医療機関で働くすべての人の
働き方改革を進め、

誰もが、心身の健康を維持しながら，
いきいきと医療に従事できる状況の実現

今は多忙な医師・コメディカルも、

そういう状況の実現

⇒よりよい質の医療の提供へ

働き方改革の目指す先

・自己研鑽に十分な時間を割くことができる
・研究にも十分に力を注げる、
・十分な休息で疲労を回復し、笑顔で働ける、

18



働きがいがある、魅⼒ある職場に向けて
平成26（2014）年10月

・勤務環境改善が医療機関の努力義務に（医療法30条の19）

・医療勤務環境改善マネジメントシステム※・創設
※ 「医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針」 （平成26年厚生労働省告示第376号）策定
医療機関がPDCAサイクルを活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み。

・医療従事者の勤務環境改善を促進する拠点として
医療勤務環境改善支援センターの設置スタート

〔改正医療法施行〕

「雇用の質」
の向上

経営の安定化

患者満足度
の向上

「医療の質」
の向上

人材の確保・定着
生産性の向上
スキル･アップ

安全で質の高い
医療の提供

患者から選ばれる
施設へ

勤務環境改善
に向けた投資

好循環

平成29（2017）年
・全都道府県に、設置完了。
※労働基準監督署とは別組織

平成30（2018）年
・働き方改革推進法の成立もあり、
センターの位置づけがますます重要に。

ｃ

19



（平成２９年３⽉現在 全都道府県においてセンター設置済み）

医療従事者の離職防⽌や医療安全の確保等を図るため、改正医療法（平成26年10月1日施⾏）に基づき、
 医療機関がPDCAサイクルを活⽤して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み（勤務環境改善マネジ

メントシステム）を創設。医療機関の⾃主的な取組を⽀援するガイドラインを国で策定。
 医療機関のニーズに応じた総合的・専門的な⽀援を⾏う体制（医療勤務環境改善⽀援センター）を各都道府県で

整備。センターの運営には「地域医療介護総合確保基⾦」を活⽤。
医療従事者の勤務環境改善に向けた各医療機関の取組（現状分析、改善計画の策定等）を促進。

勤務環境改善に取り組む医療機関

取組の実施

更なる改善

定期的な評価

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

Plan

Do

Check

Act

勤務環境改善マネジメントシステム

院内で、院長、
各部門責任者
やスタッフが
集まり協議

計画策定

ガイドラインを参考に
改善計画を策定

現状の分析

 医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針（厚労省告示）
 勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き（厚労省研究班）

「医療従事者の働き⽅・休み⽅の改善」の取組例
 多職種の役割分担・連携、チーム医療の推進
 医師事務作業補助者や看護補助者の配置
 勤務シフトの工夫、休暇取得の促進 など

「働きやすさ確保のための環境整備」の取組例
 院内保育所・休憩スペース等の整備
 短時間正職員制度の導⼊
 子育て中・介護中の者に対する残業の免除
 暴⼒・ハラスメントへの組織的対応
 医療スタッフのキャリア形成の⽀援 など

マネジメントシステムの普及（研修会等）・導入支援、
勤務環境改善に関する相談対応、情報提供等

 医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）と
医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント等）が
連携して医療機関を⽀援

 センターの運営協議会等を通じ、地域の関係機関・団体
（都道府県、都道府県労働局、医師会、⻭科医師会、
薬剤師会、看護協会、病院団体、社会保険労務士会、医業
経営コンサルタント協会等）が連携して医療機関を⽀援

課題の抽出

改善計画の策定

医療従事者の勤務環境改善の促進

20



１．目的
病院⼜は診療所の管理者が、医療従事者その他の職員の協⼒の下、⼀連の過程を定めて継続的に⾏う⾃主的な勤務環境改善活動を促進。
→医療従事者の勤務環境改善その他の医療従事者の確保に資する措置の適切かつ有効な実施を図り、安全で質の高い医療の提供に資する。

２．改善⽅針の表明
管理者は、医療勤務環境改善を通じて医療従事者の確保・定着や
患者の安全と健康の確保を図ること、医療勤務環境改善活動を組織
全体で実施すること等の改善⽅針を表明し、医療従事者等に周知。

３．体制の整備
管理者は、医療勤務環境改善マネジメントシステムの実施体制を
整備するため、多様な部門及び職種により構成される協議組織の
設置（安全衛⽣委員会等の既存組織の活⽤を含む。）等を実施。

４．現状分析
管理者は、手引書等を参考として、医療勤務環境に関する現状を
定量的・定性的に把握し、客観的に分析。分析結果を踏まえ、病院
⼜は診療所全体の状況を勘案して優先的に実施する措置を決定。

５．改善目標の設定
管理者は、改善⽅針に基づき、現状分析の結果等を踏まえ、
改善目標を設定し、可能な限り⼀定期間に達成すべき到達点を
明らかにするとともに、改善目標を医療従事者等に周知。

６．改善計画の作成
管理者は、⼀定の期間に係る改善計画を作成。改善計画には、改善
目標達成のための具体的な実施事項、実施時期、実施の手順等を、
病院⼜は診療所の状況に応じて必要な次の事項について定める。

■働き⽅の改善 ■医療従事者の健康の⽀援
■働きやすさの確保のための環境の整備 ■働きがいの向上

７．改善計画の実施
管理者は、改善計画を適切かつ継続的に実施し、改善計画の内容
及び進捗状況を医療従事者等に周知。進捗状況を踏まえ、必要が
あると認めるときは、改善計画に定めた事項について修正。

８．評価及び改善
管理者は、あらかじめ評価の実施手順及び評価の実施者を定める。
評価の実施者は、改善計画期間終了時に改善目標の達成状況及び
改善計画の実施状況の評価を⾏い、その結果を管理者に報告。
管理者は、次回の改善目標の設定及び改善計画の作成に当たって
評価結果を反映する等の必要な改善を⾏う。

９．医療勤務環境改善マネジメントシステムの⾒直し
管理者は、評価・改善の結果を踏まえ、定期的に、改善⽅針⾒直し等の医療勤務環境改善マネジメントシステムの全般的な⾒直しを⾏う。
10．医療従事者の参画
管理者は、改善目標の設定、改善計画の作成、評価の実施、改善目標及び改善計画等の⾒直しに当たっては、協議組織の議を経るほか、
あらかじめ医療従事者の意⾒を聴くこと等により、医療勤務環境改善マネジメントシステムの運⽤に係る医療従事者の参画を図る。
11．都道府県による支援の活用等
管理者は、医療従事者の勤務環境の改善に関する都道府県による⽀援を活⽤するとともに、手引書等を参考として、病院⼜は診療所の
状況に応じた適切な措置を講ずるよう努めなければならない。

■ 医療勤務環境改善マネジメントシステムの実施に関し、各段階で取り組むべき事項を示すもの。平成26年10月1日から適用。

医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針(平成26年厚⽣労働省告示第376号)

指針の概要

＜マネジメントシステム導入準備＞

＜マネジメントシステム導入準備＞

＜Plan＞

＜Plan＞

＜Plan＞

＜Do＞

＜Check ＆ Act＞
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４つの領域における取組メニュー
（１）働き⽅・休み⽅改善
○労働時間管理︓ 時間外労働の削減、１回あたりの最⻑勤務時間の削減、休暇の取得促進、

夜勤負担軽減策（夜勤明けの早帰り等）、勤務と勤務の間隔の確保 など
○医師の負担軽減︓多様な勤務形態(短時間勤務、交代制勤務、連続当直を⾏わない勤務シフト、

主治医制⾒直し等)、給与・手当等の処遇改善、チーム医療の徹底（補助者の活⽤等）、
他職種との連携・業務分担、その他の負担軽減（ＩＣＴ機器、医師の確保等）、地域医療連携（診療所との外来業務
の分担等）

○看護職・コメディカルの負担軽減︓
復職⽀援制度、雇⽤形態や勤務形態が選択可能な制度（働く時間の⻑さ、時間帯や曜日、働き⽅等が選べる）、健康・安全に配慮した夜
勤・交代制シフト（仮眠時間の確保、夜勤回数の制限、夜勤専従者の雇⽤及び配慮等）、
診療・薬剤・検査・事務部門等関連部門との連携、潜在看護職・コメディカルの把握・職場復帰⽀援 など

（２）職員の健康支援
○職員の⽣活習慣病対策︓ 健康診断の受診率向上等 ○メンタルヘルス対策︓ 相談窓⼝、復職⽀援プログラム等
○作業環境対策︓ 腰痛対策、眼精疲労対策（健診、作業環境の管理等） ○有害化学物質対策、感染症対策 など

（３）働きやすさ確保のための環境整備（ソフト面・ハード面）
○仕事と⼦育て・介護との両⽴支援︓ 院内保育所や学童保育等の整備、休憩スペースの設置、情報共有システム導⼊、保育・介護

サービス利⽤料の補助、短時間正社員制度の導⼊ 、
育児・介護に係る休業・休暇制度の充実、男性職員の育児休業取得 など

○職員の安全確保（暴⾔・暴⼒等への対策）︓ 警備員の配置、相談窓⼝の整備、対応マニュアルの整備 など
○いじめ・ハラスメント対策︓ 相談窓⼝の整備、関連する研修の実施
○職場の風土・環境の整備︓ 職員向け院内アメニティ（仮眠室、休憩室等）の整備 など
○人材の定着化の視点︓ 定期⾯談等による職員の事情や希望の把握、職員の事情等を尊重した配置や業務⾯の配慮

（４）働きがいの向上
○専門職としてのキャリアアップ支援︓ 研修等への参加奨励、子育て等と両⽴しながらの勤務の継続に関する相談窓⼝の設置 など
○人事異動によるキャリアアップ︓ 法⼈内での⼈事ローテーション
○休業後のキャリア形成︓ 産休・育休復帰後のキャリア形成、産休・育休中の職員の円滑な復職の⽀援 など
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※ 活動する際に、病院⻑の理解、
医師の理解をもっと得たいと思ったら︕
⇒病院⻑向けトップマネジメント研修等

を御活用ください︕

23

■2024年4月から、医師にも時間外労働の上限規制が開始
⇒■医療機関全体で「働き方改革」の機運が高まる！



11月〜 全３１回（Web開催）

実際に働き方改革に取り組む病院⻑が
講師となって実例を発表！

来年度も実施予定！

「いきサポ」（医療勤務環境改善ポータルサイト）
に、今後、資料&動画を掲載しますので、
是非ご参照を！

トップマネジメント研修
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【主なコンテンツ】
■国や都道府県、関係団体が⾏っている医療勤務

環境改善に関する施策や事業などを紹介
（関係法令・通知、医療勤務環境改善マネジメントシス
テムに関する指針・手引き、都道府県の各種助成⾦・相
談事業など）

■同種・同規模の病院との比較が可能な自己診断
機能を追加（４段階評価やコメントで⾃院の取組が進
んでいない分野を表示）

■医療機関が勤務環境改善に取り組んだ具体的な
事例を紹介（キーワードで取組事例を検索可能）

■医療機関の取組事例や勤務環境改善のアイディ
アを投稿することが可能

■掲載事例に対する評価やコメントを掲載でき、
意⾒交換の場として利用することが可能

■各都道府県の医療勤務環境改善支援センターの
HPへのリンク

いきいき働く医療機関サポートＷｅｂ（通称「いきサポ」）

http://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/

【平成30年度厚生労働省委託事業】

医師等医療従事者の勤務環境改善推進に
よる病院経営への影響に関する調査・研究

ひまわりちゃん
「いきサポ」キャラクター
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新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた今後の医療提供体制について
（第75回社会保障審議会医療部会（令和2年8月24日）資料１より抜粋））
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医師の時間外上限規制水準案等

医師の働き方改革に関する検討会報告書／

医師の働き方改革の推進に関する検討会中間とりまとめより

働き方改革の概要
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医師の時間外労働規制について

Ｃ-２

月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置

将来に向けて
縮減方向

2024年４月～

年960時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

年1,860時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤務
医に2024年度以降
適用される水準

※実際に定める３６協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間
制限28時間・
勤務間イン

ターバル９時
間の確保・代
償休息のセッ
ト（義務）

※臨床研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強
化して徹底

Ａ

将来
（暫定特例水準の解消（＝
2035年度末を目標）後）

一般則

※実際に定める３
６協定の上限時間
数が一般則を超え
ない場合を除く。

連続勤務時
間制限28時
間・勤務間
インターバ
ル９時間の
確保・代償
休息のセッ
ト（義務）

連続勤務時間制限28時
間・勤務間インターバ
ル９時間の確保・代償
休息のセット（努力義
務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む
⇒将来に向けて縮減方向

集
中
的
技
能
向
上
水
準

(

医
療
機
関
を
指
定)

Ｃ-１ Ｃ-２
Ｃ-１：臨床研修医・専攻医が、研修

プログラムに沿って基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

Ｃ-２：医籍登録後の臨床従事６年目

以降の者が、高度技能の育成が公益

上必要な分野について、指定された

医療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-１Ｃ-２

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的措置を講ずる。

地
域
医
療
確
保
暫
定
特

例
水
準

(

医
療
機
関
を
指
定)

連携Ｂ Ｂ

※連携Ｂの場合は、個々の医療機関における時間外・休日労働の上限は年960時間以下。
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【医療機能】
◆「救急医療提供体制及び在宅医療提供体制のうち、特に予見不可能で緊急性の高い医療ニーズに対応するために整備しているもの」・

「政策的に医療の確保が必要であるとして都道府県医療計画において計画的な確保を図っている「５疾病・５事業」」双方の観点から、
ⅰ 三次救急医療機関
ⅱ 二次救急医療機関 かつ 「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時間外入院件数500件以上」 かつ

「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な役割を担うと位置付けられた医療機関」
ⅲ 在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
ⅳ 公共性と不確実性が強く働くものとして、都道府県知事が地域医療の確保のために必要と認める医療機関
（例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供する医療機関、へき地において中核的な

役割を果たす医療機関

◆特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困難な医療を提供する医療機関
（例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等

【医療機能】
◆医師の派遣を通じて、地域の医療提供体制を確保するために必要な役割を担う医療機関

（例）大学病院、地域医療支援病院等のうち当該役割を担うもの

地域医療確保暫定特例水準（Ｂ・連携Ｂ水準）の対象となる医療機関の要件のうち、地域医療の観点から必須とされる

機能を果たすためにやむなく長時間労働となる医療機関であることの詳細は、以下のとおり。

地域医療確保暫定特例水準の対象となる医療機関の要件

※なお、当該医療機関内で医師のどの業務がやむなく長時間労働となるのかについては、３６協定締結時に特定する。したがって、当該医療機関に所属する全ての
医師の業務が当然に該当するわけではなく、医療機関は、当該医療機関が地域医療確保暫定特例水準の対象医療機関として特定される事由となった「必須とされ
る機能」を果たすために必要な業務が、当該医療機関における地域医療確保暫定特例水準の対象業務とされていることについて、合理的に説明できる必要がある。

29

Ｂ水準対象医療機関

【長時間労働の必要性】 ※Ｂ水準が適用されるのは、医療機関内の全ての医師ではなく、下記の医師に限られる。
◆上記機能を果たすために、やむなく、予定される時間外・休日労働が年960時間を超える医師が存在すること。

【長時間労働の必要性】 ※連携Ｂ水準が適用されるのは、医療機関内の全ての医師ではなく、下記の医師に限られる。
◆自院において予定される時間外・休日労働は年960時間以内であるが、上記機能を果たすために、やむなく、他の医療機関での勤務と

通算での予定される時間外・休日労働が年960時間を超える医師が存在すること。
（※連携Ｂ水準の指定のみを受けた場合の、個々の医療機関における36協定での時間外・休日労働の上限は年960時間）

連携Ｂ水準対象医療機関
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各水準の指定と適用を受ける医師について

医療機関

Ａ水準の業務に
従事する医師

Ｂ水準の業務に
従事し、⻑時間労働が

必要となる医師

⻑時間、集中的に経験を
積む必要のある研修医

特定の高度な技能の修得
のため集中的に⻑時間

修練する必要のある医師

医療機関に
必要な指定

医師に適用される水準

36協定で定めること
ができる時間*

実際に働くことが
できる時間*（通算）

− 960以下 960以下

連携B 960以下 1,860以下

B 1,860以下 1,860以下

C-1
1,860以下 1,860以下

C-2 1,860以下 1,860以下

地域医療確保のために
派遣され､通算で⻑時間
労働が必要となる医師

Ａ水準以外の各水準は、指定を受けた医療機関に所属する全ての医師に適用されるのではなく、
指定される事由となった業務に従事する医師にのみ適用される。所属する医師に異なる水準を適用
させるためには、医療機関はそれぞれの水準についての指定を受ける必要がある。

*年の時間外・休日労働時間数（簡明さを優先し、詳細は省略）

臨床研修医には
より強い健康確保措置

△△科 ××科 ○○科

臨床研修

専門研修

夜間･休日･時間外
対応が頻繁に
発生する業務

※

※特定の高度な技能の修得のための業務 この医療機関の例の場合、
連携Ｂ､Ｂ､Ｃ-1 ､Ｃ-2の４つの指定が必要となる。

（それぞれの指定要件は大部分が共通） 30



Ｂ・Ｃ水準の将来のあり方
2019 ･･･ 2024 ･･･ 2027 ･･･ 2030 ･･･ 2033 ･･･ 2036 ･･･

第７次医療計画 第８次医療計画 第９次医療計画 （医師偏在対策
の目標年）（中間見直し）（見直し）（中間見直し）

（実態調査・
検討）

（実態調査・
検討）

（実態調査・
検討）

2035年度末
を目標に
終了年限

（Ｂ）水準：実態調査等を踏まえた段階的な見直しの検討
• 実態調査
• 追加的支援策
• 規制水準の検証

（Ｃ）水準：研修及び医療の質の評価とともに中長期的に検証

時間外労
働上限規
制の施行

（この後
も引き続
き残る）

個々の医療機関が労働時間短縮・医師の健康確保を進めた上で、労使で十分に話し
合い、時間外労働について３６協定を締結することが重要。

取組を着実に進めるために、
・Ａ水準超の医師のいる医療機関は医師労働時間短縮計画を策定（毎年ＰＤＣＡ）
・連携Ｂ、Ｂ、Ｃ水準医療機関は指定前＆指定後は3年以内ごとに、評価受審

連携Ｂ水準
Ｂ水準

Ｃ－１
水準

（研修医）

Ｃ－２
水準

（高度特定技能）

医療機関機能、労働時間短縮の取組等の国が定める客観的要件を踏まえ都道府県が対象医療機関を指定⇒Ｂ水準

は特定された機能にかかる業務につきＡ水準超での３６協定が可能。連携Ｂ水準は各医療機関の３６協定はＡ水

準での締結だが、通算して年1860時間以下まで副業・兼業が可能。「評価機能」が医療機関ごとの長時間労働の

実態や取組状況の分析・評価を実施。結果を医療機関・都道府県に通知（都道府県が住民に公表）し、当該医療

機関と地域医療提供体制の双方から労働時間短縮に向けて取り組む。

臨床研修・専門研修プログラムにおいて想定最大時間外労働（実績）を明示。これが（Ａ）水準を超える医療機

関を都道府県が指定（※超えない場合は（Ａ）水準の適用）⇒「臨床研修・専門研修に係る業務」につき（Ａ）

水準超での３６協定が可能に。医師は明示時間数を踏まえ自らプログラムを選択・応募。

高度技能育成を要する分野を審査組織（※高度な医学的見地からの審査を行う）が特定。必要な設備・体制を整

備している医療機関を都道府県が指定⇒「高度特定技能育成に係る業務」につき（Ａ）水準超での３６協定が可

能に。医師が自由な意思により計画を作成し、審査組織の個別承認を経たのちに実際の適用となる。

連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準の適用の対象、手順等

努力義務（2024.4～義務）
指定申請には計画(案)策定が必要

31



※開始年限は、臨床研修部会等において検討

都道府県による特例⽔準医療機関の指定
（医療機関からの申請）

地域医療への影響等を踏まえた都道府県の判断

2024年４月に向けたスケジュール

※審査組織における審査に関する規定は2022年4⽉施⾏

※第三者評価に関する規定は2022年4⽉施⾏

※特例⽔準は、指定の対象となった業務に
従事する医師に適用される。

医師についての時間外労働の上限規制
の適⽤開始（改正労働基準法の施⾏）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

 時短計画に基づく取組み
 特例水準適⽤者への追加的

健康確保措置
 定期的な時短計画の⾒直し、

評価受審

時間外労働が年960時間以下の医師
のみの医療機関は都道府県の指定不要

特例⽔準の指定を受けた
医療機関

労務管理の⼀層の適正化・タスクシフト／シェアの推進の取組み

連携Ｂ⽔準 Ｂ⽔準

Ｃ-１⽔準 Ｃ-２⽔準

※⼀医療機関は⼀つ⼜は複数の水準の指定

時短計画案の作成
都道府県の指定を受けようとする場合は、第三者評価を受審する前までに作成

※時間外労働が年960時間を超えている医師がいる医療機関は、時短計画を作成し取り組むよう努め、
その時短計画に基づく取組（PDCA）に対して都道府県が⽀援

医療機関勤務環境評価センターによる第三者評価
労働時間実績や時短の取組状況を評価

臨床研修・専門研修プログラムにおける時間外労働時間数の明示
Ｃ-１⽔準

※都道府県の指定に関する事前
準備規定は2022年4⽉施⾏

審査組織による医療機関の個別審査
特定の高度な技能の教育研修環境を審査

連携Ｂ⽔準
B⽔準

Ｃ-１⽔準
Ｃ-２⽔準

Ｃ-２⽔準
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医師労働時間短縮計画の項目例（案）

２．任意記載事項（労働時間短縮に向けた取組）

１．必須記載事項

前年度実績及び当年度目標並びに計画期間終了年度の目標

タスク・シフト／シェア

①職種に関わりなく特に推進するもの
ⅰ）説明と同意
ⅱ）各種書類の下書き・作成
ⅲ）診察前の予診等
ⅳ）患者の誘導
②職種毎に推進するもの
ⅰ）助産師：助産師外来・院内助産
ⅱ）看護師：特定行為（38行為21区分）等
ⅲ）薬剤師：服薬指導、処方提案、処方支援等
ⅳ）診療放射線技師：撮影部位の確認等
ⅴ）臨床検査技師：採血業務等
ⅵ）臨床工学技士：清潔野における器械出し等
ⅶ）医師事務作業補助者：診療録等の代行入力

医師の業務の見直し

• 外来業務の見直し
• 日当直の体制や分担の見直し
• 日当直中の業務の見直し
• オンコール体制の見直し
• 主治医制の見直し

• 副業・兼業先の労働時間の状況も踏まえた勤務シ
フトの管理

②労務管理・健康管理

• 労働時間管理方法
• 宿日直許可基準に沿った運用

• 医師の研鑚の労働時間該当性を明確化するた
めの手続等労使の話し合い、36協定の締結

• 衛生委員会、産業医等の活用、面接指導の実
施体制

• 追加的健康確保措置の実施

その他の勤務環境改善

• ICTの導入その他の設備投資
• 出産・子育て・介護など、仕事と家庭の両立支援
• 更なるチーム医療の推進

⇒ 労働時間短縮目標未達成の場合、計画の見直し等により追加的な対策を講じる必要

• 時間外・休日労働時間数の平均
• 時間外・休日労働時間数の最長
• 960時間超～1860時間の人数・割合（全体及び診療科単位）
• 1860時間超の人数・割合（全体及び診療科単位）

③意識改革・啓発

• 管理者マネジメント研修
• 働き方改革に関する医師の意識改革

• 医療を受ける者やその家族等への医師の働き方改
革に関する説明

①労働時間数

④策定プロセス

• 各職種が参画する委員会や会議、チーム等に
おいて計画の検討を行い、策定したか

• 計画内容について医師にきちんと周知されて
いるか

副業・兼業先の労
働時間の管理

• 副業・兼業先の労働時間も踏まえた勤務シフトの
管理（再掲）

• 副業・兼業先との勤務シフトの調整
• 副業・兼業先への医師労働時間短縮の協力要請
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医師労働時間短縮計画（イメージ）
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医師労働時間短縮計画について（案）

５ 策定の流れ（抜粋）

 医師、看護師、薬剤師、事務職員等の幅広い医療スタッフの協力の下、一連の過程を定めて継続
的に行う自主的な勤務環境改善活動を促進することにより、快適な職場環境を形成し、医療ス
タッフの健康増進と安全確保を図るとともに、医療の質を高め、患者の安全と健康の確保に資す
ることを目的として、医療機関における「医療勤務環境改善マネジメントシステム」の導入が進
められている。

 医師労働時間短縮計画の策定においても、医療法第30条の19に基づく努力義務が課されている
「医療勤務環境改善マネジメントシステム」のＰＤＣＡサイクルを活用して、各医療機関におい
て、医師を含む各職種が参加する合議体で議論し、対象医師に対し計画内容を説明し意見交換す
る等の手順を踏むことが期待される。

 例えば、理事長・院長等経営トップ主導のトップダウンによるチームの組成や問題意識・解決
意欲の高い医療スタッフ主導のボトムアップによるチームの組成、人事・事務部門が中心となっ
たプロジェクト・チームの組成、既存の委員会（安全衛生委員会、労働時間等設定改善委員会、
業務改善委員会等）や会議の活用が考えられる。ただし、勤務環境改善の取組は、医療機関全体
に関わる課題であるため、様々な職種・年代のスタッフを参加させることが重要である。医療機
関においては、勤務医を対象とした説明会を開催し、計画の内容について理解を深めるとともに、
計画の内容及びその進捗状況について、意見交換の場を設けることが望ましい。働き方改革に関
するチームを医療機関内の正式な組織として位置付け、医療機関として本気で取り組んでいく方
針を医療機関内に示すことも効果的である。（「医療分野の「雇用の質」向上のための勤務環境
改善マネジメントシステム導入の手引き」参照）

※医師の働き方改革の推進に関する検討会・中間とりまとめ（別添２ 医師労働時間短縮計画策定ガイドライン(案)より）
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病院常勤勤務医の週労働時間の区分別割合（令和元年 医師の勤務実態調査）

16.1 
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週40時間未満 週40-50時間 週50-60時間 週60-70時間 週70-80時間 週80-90時間 週90-100時間 週100時間以上

H28前回調査 今回調査

※1 H28前回調査、今回調査ともに、兼業先の労働時間を含み、指示無し時間を除外している
※2 前回調査ではグラフにおける分布の上位10%は年1,904時間であったが、雇用管理の便宜上、12⽉で割り切れるきりのよい近似値として1,860時間としている
※3 今回調査では宿⽇直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿⽇直中の待機時間を労働時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、

診療科ごとの勤務医療機関調整を⾏っていることに留意が必要
※4 週労働時間の区分別割合は、小数点第2位で四捨五入している

（年960時間換算※休日込み（以下同じ））

（1,440時間換算）

（1,920時間換算）

（2,880時間換算）

（2,400時間換算）

前回調査の上位10％（時間外年1,860※2時間換算）

今回調査の上位10％（時間外年1,824時間換算）

(%)
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地域医療確保暫定特例⽔準を超える働き方の医師がいる病院の割合

21%

全体

46%

大学病院

27%

全体

88%

⼤学病院

平成28年調査 令和元年調査

○ 平成28年調査と⽐較し、時間外労働が年1860時間を超えると推定される、週当たり労働時間が80時間以上の医師がいる病院の割合が減少している。
〇 大学病院・救命救急機能を有する病院・許可病床400床以上の病院においては、週当たり労働時間が80時間以上の医師がいる割合が7割〜8割を
占めていたところ、いずれも割合が大幅に減少し、労働時間の短縮が認められる。

49%

救命救急機能を有する病院

84%

救命救急機能を有する病院

※Ｒ元年調査︓診療外時間から指示の無い診療外時間を除外し、宿⽇直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿⽇直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの勤務医療機関調整を⾏っている。
※※ 平成30年病床機能報告救急機能とは、救急告示病院、⼆次救急病院、救命救急（三次救急）病院のいずれかに該当するもので、救命救急機能は、三次救急病院に該当するもの。なお、救急⾞受入件数は、平成30年病床機能報告で報告された件数から抽出した。

※Ｈ28調査︓「医師の勤務実態及び働き⽅の意向等に関する調査」（平成28年度厚⽣労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き⽅の意向等に関する調査研究」研究班）結果をもとに医政局医療経営⽀援課で作成。病院勤務の常勤医師のみ。
勤務時間は「診療時間」「診療外時間」「待機時間」の合計でありオンコール（通常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を⾏うこと）の待機時間は除外。医師が回答した勤務時間数であり、回答時間数すべて
が労働時間であるとは限らない。救急機能とは、救急告示・二次救急・救命救急のいずれかに該当すること。

39%

許可病床400床以上

71%

許可病床400床以上

▼6ポイント ▼42ポイント

▼35ポイント ▼32ポイント

時間外労働が年1860時間を超えると推定される医師がいる病院の割合
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※ 診療外時間から指示の無い診療外時間を除外し、宿⽇直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿⽇直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの勤務医療機関調整を⾏っている。
※※ 年上限ラインは時間外・休⽇労働年1,860時間換算である週78時間45分勤務とした。
※※※ 「卒後3〜5年目」に含まれる医師については、「臨床研修医」以外の各診療科に含まれる医師と重複。
※※※※ 平成28年調査、令和元年調査とでは診療科調査区分が異なっているため、⼀致する診療科について表記している。

１．年代別

２．診療科別

17.7%
15.7%

12.6%

5.1%
2.2% 1.7%

13.1% 11.9%
9.7%

6.7%

2.4% 2.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

平成28年調査
令和元年調査

週労働時間が地域医療確保暫定特例⽔準を超える医師の割合

10.1%
11.5%

20.5%

5.1%

14.1%

7.5%

2.6%

13.3%

19.4%

7.8%

16.7%

7.2%

11.8%

4.4%

7.6%
4.8%

8.1% 8.1%
10.1%

16.2%

6.6%

18.1%

4.7%
3.3%

6.0% 5.0%
2.1%

10.6% 10.0%

16.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%
平成28年調査
令和元年調査

○ 平成28年調査と⽐較し、年代別では20代〜40代について、時間外労働が年1860時間換算以上の医師の割合が減少している。
〇 診療科別でも、⽐較可能な診療科において、救急科・放射線科を除き時間外労働が年1860時間換算以上の医師の割合が減少し、産婦人科において

は8.7ポイント減と、最も⻑時間労働医師の割合が減少している。
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 医師偏在対策
・医師確保計画等を通じた地域及び診療科の医師偏在対策
・総合診療専門医の確保等
・臨床研修医の定員の配置等による偏在対策

都道府県︓地域の医療提供体制の確保

医療機関︓労働時間短縮に向けた取組と適切な労務管理

 診療体制の⾒直し
・救急等の医療提供の⾒直し
・診療科の⾒直し、病院の再編・統合

 医療のかかり⽅の⾒直し
 かかりつけ医の活用
⇒ 大病院への集中の緩和

 労務時間管理
の徹底

・客観的な手法による労働時間の把握
・36協定の締結
・宿⽇直、研鑚の適正な取扱い 等

医師の働き方改革の全体像

住⺠︓適切なかかり方

医師労働時間短
縮計画

＾＾＾＾＾
＾＾＾＾＾
・・・・・

医師偏在
対策

 勤務環境改善支援
・医療勤務環境改善⽀援センター等を通じ、医療機関に対する労働時間

短縮等に向けた勤務環境改善の⽀援

 地域医療構想
・地域の医療ニーズに即した効率的な医療機能の確保
・公⽴・公的医療機関等の2025年に向けた具体的対応⽅針の検証

※下線部は法改正予定事項

 医師の確保
・地域の医療機関間の医師配置の⾒直し等

 労働時間短縮に向けた取組
・タスク・シフト／シェア
・医師の業務の削減
・変形労働時間制等の導入
・ＩＣＴ等の活用
・その他の業務削減・効率化

労働時間短縮に向けた
取組や労務管理に関し

て支援を実施

労働時間短縮に向けた取組・
労務管理状況について評価

医療の質を確保しつつ、時間外・休日労働時間数を削減

適切な労働時間の把握・給与の支払い

 追加的健康確保措置 ・連続勤務時間制限、勤務間インターバル、代償休息
・面接指導 等

（取組の前提として）

評価機能

診療
研究
医師の養成
等

大学・
大学病院

（医育機関
・医局機能）

地域医療
構想
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【統合支援】統廃合（廃止病院あり）を伴う病床削減を行う場合の
コストに充当するため、関係病院全体で廃止病床１床あたり病床稼
働率に応じた額を関係病院全体へ交付（配分は関係病院で調整）。
※重点支援区域のプロジェクトについては一層手厚く支援
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象。

地域医療構想の実現を図るための病床ダウンサイジング支援について

○ 地域医療構想の実現を図る観点から、病床ダウンサイジングや、統廃合により病床を廃止する際の財政支援を実施す
る。 【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】
○ 当該補助制度は令和２年度限りとし、令和３年度以降においては、地域医療構想調整会議における議論の進捗等も踏
まえつつ、消費税財源による「医療・介護の充実」とするための法改正を行い、これに基づき病床ダウンサイジング支
援を実施する。

稼働病棟より病床を削減した病院等（統廃合により廃止する場合
も含む。）に対し、1床あたり病床稼働率に応じた額を交付。
※病床数を稼働病床の10％以上削減する場合に対象。

【利子補給】統廃合を伴う病床削減を行う場合において、廃止され
る病院の残債を統廃合後残る病院に承継させる場合、当該引継債務
に発生する利子について一定の上限を設けて統合後病院へ交付。
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象。

※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る。

病床200床

「病床削減」 に伴う財政支援
病床削減

病床150床

削減病床数等に応じて交付

Ａ病院︓200床

Ｂ病院︓100床
廃⽌（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について交
付。配分はＢ病院を含めた
関係病院全体で調整。

引き継いだ債務の利子負担を軽減

令和２年度予算額：８４億円

⾦利

元⾦ 元⾦

DS補助⾦
利子補給

利子補給⾦の⽀払

統合後の病院 廃⽌となる病院

承継

「統廃合」 に伴う財政支援
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専門研修 ー 専門医制度における地域・診療科偏在対策

 ⽇本専門医機構が、都道府県別・診療科別採用上限数を
設定（シーリング）

※5大都市を対象としたシーリング→厚⽣労働省が算出した都道府県別・診療科別
必要医師数に基づいたシーリングへ変更されている（2020年度研修〜）

 医師法の規定により、都道府県の意⾒を踏まえ、厚⽣労働大⾂から
⽇本専門医機構等に意⾒・要請を実施

 2022年度に向けては、⽇本専門医機構において検討中

医師養成課程を通じた医師偏在対策

学部
教育

臨床
研修

専門
研修

医師養成
課程

臨床研修 ー 臨床研修制度における地域偏在対策

 都道府県別採用枠上限数の設定
 全国の研修希望者に対する募集定員の倍率を縮小

 医師少数区域へ配慮した都道府県ごとの定員設定⽅法への変更
 地域医療重点プログラムの新設（2022年〜）

7,000

9,000

11,000

H17' H20' H23' H26' H29' H31'R2'

研修希望者

募集定員
人

1.23倍
1.12倍

1.35倍

•⻑期的には医師供給が需要を上回ると考えられるが、地域偏在や診療科偏在に引き続き対応する必要があることから、医師養成過
程の様々な段階で医師の地域偏在・診療科偏在対策を進めている。

臨床研修部会

専門研修部会

大学医学部 ー 地域枠の設定（地域・診療科偏在対策）

 大学が特定の地域や診療科で診療を⾏うことを条件とした選抜枠を設け、都道府県が学⽣に対して奨学⾦を貸与する
仕組みで、都道府県の指定する区域で⼀定の年限従事することにより返還免除される（⼀部例外あり）

 将来的に医師供給量過剰とならないように、令和5年（2023年）からの地域枠に係る医学部定員の設定・奨学⾦貸与について検討中
2036年時点で医

師が不⾜
不⾜数を上限に、恒久定員内
に地域枠等を大学に要請可能

それでも不⾜する場合、追加的に
臨時定員を大学に要請可能＜都道府県→大学への設置要請の流れ＞

医師需給分科会

※臨床研修病院の指定、募集定員の設定権限を都道府県へ移譲する（2020年4⽉〜）

定
員

B県やC県のX診療科を目指す

→

応募人数
(A県 X診療科)

B県 A県 C県

X診療科 Z診療科Y診療科

A県のY診療科やZ診療科を目指す

X診療科の研修
を⾏う場合

A県で研修
を⾏う場合

診療科間の偏在是正

都道府県間の偏在是正
A県

X診療科

6

年

2

年

3

年
以
上

42



医師だけでなく多様な職種の連携によりチームで提供することにより、患者へのきめ細かなケアによる質の向上や医療従事者の負担軽減による効率的な医療提供が期待できる。

○ 外科の術後管理など、特定の領域において頻繁に行われる一連の医行為についてパッケージ化し研修することで特定行為研修修了者を確保する。
○ 2024年までに特定行為研修パッケージの研修修了者を1万人程度養成することにより、こうしたタスクシフトを担うことが可能である。

2次又は3次救急医療の現場におい
て、迅速な対応が可能に。

外科の術後管理や術前から術後にかけた⿇酔管理において、頻繁に⾏われる⼀連の医⾏為を、いわゆる包括的指示により
担うことが可能な看護師を特定⾏為研修のパッケージを活用して養成することで、看護の質向上及びチーム医療を推進。

在宅・慢性期領域において、療養が
⻑期にわたる、もしくは最期まで⾃宅
または施設等で療養する患者に柔
軟な対応が可能に。

（一連の流れの中で特定行為研修修了者がパッケージに含まれる特定行為を手順書にもとづき実施）

外科術後管理領域 術中麻酔管理領域

手術

呼吸管理（気道管理含む）

循環動態・疼痛・栄養・代謝管理

疼痛管理

ドレーン管理・抜去

感染管理

CV抜去・PICC挿入

創部管理（洗浄・抜糸・抜鈎）

⿇酔に係る術前評価

呼吸管理（気道管理含む）

全身⿇酔の補助

ライン確保

術中の⿇酔・呼吸・
循環管理

⿇酔の覚醒

術後の呼吸・循環・疼痛管理

術
前

術
中

術
後

気管カニューレ
の交換

胃ろうカテーテ
ル若しくは腸ろ
うカテーテル

又は胃ろうボタ
ンの交換

褥瘡又は慢性
創傷の治療にお

ける
⾎流のない壊死

組織の除去

脱⽔症状に
対する輸液
による補正

ライン確保等

救急外来受診

呼吸・循環
鎮静管理

ＩＣＵ等、他の病棟へ移動

検査 治療

在宅・慢性期領域

初療

集中
的な
治療
など

外科系基本領域

手術

動脈⾎液ガス分析

栄養・⽔分管理

疼痛管理

感染管理

ドレーン管理・抜去

創傷管理（洗浄・抜糸・抜鈎）

CV抜去

救急領域

呼吸管理

循環管理

CV抜去

薬剤投与量の調整
（カテコラミン、Na, K, Cl、降圧剤）

橈骨動脈ラインの確保

気管チューブの位置調整

鎮静薬の投与量の調整

陽圧換気の設定変更

ペースメーカの操作・管理

人工呼吸器の離脱

人工呼吸器や⽣命維持装置などの使
用において、集中治療領域で頻繁に
⾏われる医⾏為をタイムリーに実施す

ることが可能に。

集中治療領域

特定行為研修制度のパッケージ化によるタスクシフトについて特定行為研修制度のパッケージ化によるタスクシフトについて
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特定行為研修の推進に係る支援について

研修機関導⼊促進⽀援事業 令和2年度予算額 161,826千円（令和元年度予算額 145,371千円）

研修導⼊に必要な備品購⼊、eラーニング設置、実習体制構築等の
経費に対する⽀援

指定研修機関運営事業 令和2年度予算額 418,012千円（令和元年度予算額 334,485千円）

指導者経費、実習に係る消耗費、委託費、指定研修機関と協⼒施設
の連携に必要な経費に対する⽀援

指定研修機関等施設整備事業 令和2年度予算額 医療提供体制施設備交付⾦ 65億円の内数
（令和元年度予算額 76億円の内数）

研修を実施するためのカンファレンスルーム、eラーニング設置、
研修受講者⽤の実習室等の新築・増改築・改修に必要な施設整備
に必要な経費に対する⽀援

⼈材開発⽀援助成⾦
訓練経費や訓練期間中の賃⾦の⼀部を雇⽤保険により助成

指定研修機関への支援

教育訓練給付
労働者が研修の費⽤を負担し、厚⽣労働⼤臣が指定する教育訓練を
受けた場合、その費⽤の⼀部を「教育訓練給付」として雇⽤保険に
より⽀援
・⼀般教育訓練給付︓受講費⽤の20％（上限年間10万円）
・特定⼀般教育訓練給付︓受講費⽤の40％（上限年間20万円）
・専門実践教育訓練給付︓受講費⽤の50％（上限年間40万円）
※受講者が⽀給を受けるためには、指定研修機関の特定⾏為研修が、

教育訓練施設としてあらかじめ厚⽣労働⼤臣の指定を受けている
必要がある

研修受講者への支援

地域医療介護総合確保基⾦
受講者の所属施設に対する⽀援

（医療機関において負担した受講
料等の費⽤補助、代替職員雇⽤
の費⽤補助）

診療報酬における評価
⼀定の要件を満たした研修修了
者が、診療報酬上の施設基準等の
要件とされている

（糖尿病合併症管理料、糖尿病透析
予防指導管理料、在宅患者訪問褥
瘡管理指導料、特定集中治療室管
理料1及び2）（平成30年度改定）

(総合⼊院体制加算、⿇酔管理料Ⅱ)
（令和２年度改定）

医療機関への支援
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◆ 医師に対して時間外労働の上限規制が適用される2024年４⽉に向けて、労働時間の短縮を着実に推進していくことが重要である。「医師の働
き⽅改革に関する検討会 報告書」では、労働時間短縮を強⼒に進めていくための具体的⽅向性の⼀つとしてタスク・シフティング/シェアリングがあ
げられた。

◆ 現⾏制度の下でのタスク・シフティングを最大限推進しつつ、多くの医療専門職種それぞれが⾃らの能⼒を活かし、より能動的に対応できる仕組み
を整えていくため、関係職能団体等30団体からヒアリングを⾏った。

◆ ヒアリング内容を踏まえて、タスク・シフト/シェアの具体的な検討を有識者の参集を得て⾏う。

「医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会」について

構成員

⻘⽊ 郁香
秋山 智弥
猪口 雄⼆
今村 聡
釜萢 敏
⽊澤 晃代
権丈 善⼀
齋藤 訓子
永井 康徳
永井 良三
根岸 千晴
裵 英洙
馬場 秀夫

公益社団法人⽇本臨床工学技⼠会事務局業務部⻑
岩手医科大学看護学部特任教授
公益社団法人全⽇本病院協会会⻑
公益社団法人⽇本医師会⼥性医師⽀援センター⻑
公益社団法人⽇本医師会常任理事
⽇本大学病院看護部⻑
慶應義塾大学商学部教授
公益社団法人⽇本看護協会副会⻑
医療法人ゆうの森理事⻑たんぽぽクリニック
⾃治医科大学学⻑
埼⽟県済⽣会川口総合病院副院⻑（⿇酔科主任部⻑兼務）
ハイズ株式会社代表取締役
熊本大学大学院⽣命科学研究部消化器外科学講座教授

（※五十音順）（計13名）

◎︓座⻑、○︓座⻑代理

◎

本検討会の検討事項
（１）タスク・シフティング及びタスク・シェアリングの効果と

具体的在り⽅
（２）タスク・シフティング及びタスク・シェアリングのために

必要な教育・研修等

検討のスケジュール
◆ 第１回（令和元年10⽉23⽇）
・医師の働き⽅を進めるためのタスク・シフト/シェアについて

◆ 第２回（令和元年11⽉８⽇）
・整理した項目の進め⽅について
・現⾏制度上実施できない業務について

◆ 第３回（令和元年11⽉20⽇）
・現⾏制度上実施できる業務、明確に示されていない業務について

◆ 第４回（令和元年12⽉25⽇）
・タスク・シフト/シェアした場合の業務の安全性等について

◆ 第５回（令和２年１⽉20⽇）
・業務範囲の⾒直しに伴う教育・研修について
・タスク・シフト/シェアを推進するためには法令改正が必要な業務について

◆ 第６回（令和２年２⽉19⽇）
・タスク・シフト/シェアを推進するためには法令改正が必要な業務について
・現⾏制度上実施可能な業務の推進について
・｢救急・災害医療提供体制等の在り⽅に関する検討会｣における救急救命⼠
の検討の状況について（報告）

◆ 第７回（令和２年12⽉11⽇）
・救急救命⼠の資質活用に向けた環境の整備に関する議論の整理について（報告)
・議論の整理（案）について

○

45



◆ 法令改正が必要なもののうち、検討会で合意が得られたもの
 法律事項については、医師の働き⽅改革関連法案としての提出を目指す
 政省令事項については、順次改正

46

法令改正を⾏いタスク・シフト/シェアを推進するもの

診療放射線技師
造影剤を使用した検査やＲＩ検査のために、静脈路を確保する⾏為
ＲＩ検査医薬品を注入するための装置を接続し、当該装置を操作する⾏為
ＲＩ検査医薬品の投与が終了した後に抜針及び⽌⾎する⾏為

省令事項・法律事項
法律事項
法律事項

臨床検査技師 採⾎に伴い静脈路を確保し、電解質輸液（ヘパリン加⽣理⾷塩⽔を含む。）に接続する⾏為 法律事項

臨床工学技⼠
手術室等で⽣命維持管理装置を使用して⾏う治療において、
当該装置や輸液ポンプ・シリンジポンプに接続するために静脈路を確保し、それらに接続する⾏為
輸液ポンプやシリンジポンプを用いて薬剤（手術室等で使用する薬剤に限る。）を投与する⾏為
当該装置や輸液ポンプ・シリンジポンプに接続された静脈路を抜針及び⽌⾎する⾏為

法律事項
法律事項
法律事項

動脈路に造影剤注入装置を接続する⾏為（動脈路確保のためのものを除く。）、動脈に造影剤を投与するために当該造影剤注入装置を操作する⾏為
下部消化管検査（CTコロノグラフィ検査を含む。）のため、注入した造影剤及び空気を吸引する⾏為
上部消化管検査のために挿入した⿐腔カテーテルから造影剤を注入する⾏為、当該造影剤の投与が終了した後に⿐腔カテーテルを抜去する⾏為
医師又は⻭科医師が診察した患者について、その医師又は⻭科医師の指示を受け、病院又は診療所以外の場所に出張して⾏う超音波検査

省令事項
省令事項
省令事項
法律事項

直腸肛門機能検査（バルーン及びトランスデューサーの挿入（バルーンへの空気の注入を含む。）並びに抜去を含む。）
持続⽪下グルコース検査（当該検査を⾏うための機器の装着及び脱着を含む。）
運動誘発電位検査・体性感覚誘発電位検査に係る電極（針電極を含む）の装着及び脱着
検査のために、経口、経⿐又は気管カニューレ内部から喀痰を吸引して採取する⾏為
消化管内視鏡検査・治療において、医師の⽴会いの下、⽣検鉗子を用いて消化管から組織検体を採取する⾏為
静脈路を確保し、成分採⾎のための装置を接続する⾏為、成分採⾎装置を操作する⾏為、終了後に抜針及び⽌⾎する⾏為
超音波検査に関連する⾏為として、静脈路を確保して、造影剤を接続し、注入する⾏為、当該造影剤の投与が終了した後に抜針及び⽌⾎する⾏為

省令事項
省令事項
省令事項
政令事項
政令事項
法律事項
法律事項

臨床検査技師

診療放射線技師

静脈路の確保とそれに関連する業務＜診療放射線技師・臨床検査技師・臨床⼯学技⼠＞

⾎液浄化装置の穿刺針その他の先端部の動脈表在化及び静脈への接続又は動脈表在化及び静脈からの除去
⼼・⾎管カテーテル治療において、⽣命維持管理装置を使用して⾏う治療に関連する業務として、身体に電気的負荷を与えるために、当該負荷装置を操作する⾏為
手術室で⾏う鏡視下手術において、体内に挿入されている内視鏡用ビデオカメラを保持する⾏為、術野視野を確保するために内視鏡用ビデオカメラを操作する⾏為

政令事項
法律事項
法律事項

現⾏法上、医療機関に搬送されるまでの間（病院前）に重度傷病者に対して実施可能な救急救命処置について、救急外来※ においても実施可能とする。 法律事項

臨床⼯学技⼠

救急救命⼠

※救急外来とは、救急診療を要する傷病者が来院してから入院(病棟)に移⾏するまで(入院しない場合は、帰宅するまで)に必要な診察・検査・処置等を提供される場のことを指す。



助産師 看護師

○ 助産師外来・院内助産（低リスク妊婦の健診・分娩管理、妊産婦の保健指導）[1,2] ○ 特定⾏為（38⾏為21区分）[1]
○ 予め特定された患者に対し、事前に取り決めたプロトコールに沿って、 医師が事前に指示した薬剤

の投与、採⾎・検査の実施[2,3]
○ 救急外来において、医師が予め患者の範囲を示して、事前の指示や 事前に取り決めたプロトコー

ルに基づき、⾎液検査オーダー入⼒・採⾎・検査の実施[4]
○ 画像下治療(IVR)/⾎管造影検査等各種検査・治療における介助[5]
○ 注射、ワクチン接種、静脈採⾎（静脈路からの採⾎を含む）、静脈路確保･抜去及び⽌⾎、末

梢留置型中⼼静脈カテーテルの抜去及び⽌⾎、動脈ラインからの採⾎、動脈ラインの抜去及び⽌
⾎[6,9,10~13]

○ 尿道カテーテル留置[18]

薬剤師

○ 手術室・病棟等における薬剤の払い出し、手術後残薬回収、薬剤の調製等、薬剤の管理に関す
る業務[1,2]

○ 事前に取り決めたプロトコールに沿って、処⽅された薬剤の変更[3]
＜投与量・投与⽅法・投与期間・剤形・含有規格等＞

○ 効果・副作用の発現状況や服薬状況の確認等を踏まえた服薬指導、処⽅提案、処⽅
⽀援[5,7,8]

診療放射線技師

○ ⾎管造影･画像下治療(IVR)における医師の指示の下､画像を得るためカテーテル及びガイドワイ
ヤー等の位置を医師と協働して調整する操作[2]

○ 医師の事前指示に基づく、撮影部位の確認・追加撮影オーダー[8]
＜検査で認められた所⾒について､客観的な結果を確認し､医師に報告＞

臨床検査技師

○ ⼼臓･⾎管カテーテル検査､治療における直接侵襲を伴わない検査装置の操作[1]
＜超音波検査や⼼電図検査、⾎管内の⾎圧の観察・測定等＞

○ 病棟・外来における採⾎業務（⾎液培養を含む検体採取）[18]臨床工学技⼠

○ 手術室、内視鏡室、⼼臓・⾎管カテーテル室等での清潔野における器械出し[1]
＜器材や診療材料等＞

○ 医師の具体的指示の下、全身⿇酔装置の操作や人工⼼肺装置を操作して⾏う⾎液、補液及び
薬剤の投与量の設定等[2,8]

医師事務作業補助者 ※※

○ 医師の具体的指示の下、診療録等の代⾏入⼒[1]

◆ 特に推進するものの考え⽅（次の5項目を目安に、職種ごとに示す）
－タスクシフト/シェアする側（医師団体、病院団体）提案の業務 －説明や代⾏入⼒といった職種横断的な業務
－特に⻑時間労働を⾏っているとされている診療科や複数診療科に関連する業務 －過去の通知等でタスク・シフト/シェア可能な業務として示された業務
－ある病院における業務時間の実態に基づき⽉間の削減可能時間数推計が大きい業務

職種ごとに推進するもの

職種に関わりなく特に推進するもの ※ [ ]内に記載する数字は、資料４に職種別で示す「現⾏法上実施可能とした業務」の番号

※※ ここでいう医師事務作業補助者とは、「医師の指示で事務作業の補助を⾏う業務に従事する者」を指し、診療報酬上の加算がとれているか否かは問わない。

特に推進するとしたもの＜職種別まとめ＞

説明と同意＜職種ごとの専門性に応じて実施＞ 各種書類の下書き・仮作成＜職種ごとの専門性に応じて実施＞

看護師[7,22]診療放射線技師[1]臨床検査技師[4]薬剤師[6]理学療法⼠[1]作業療法⼠[1]
言語聴覚⼠[1]医師事務作業補助者[4,5]看護補助者

臨床検査技師[2] 理学療法⼠[1] 作業療法⼠[1] 言語聴覚⼠[1]
医師事務作業補助者[2]

診察前の予診・問診＜職種ごとの専門性に応じて実施＞ 患者の誘導＜誘導元/誘導先での処置内容に応じて役割分担＞

看護師[20] 医師事務作業補助者[3] 看護補助者 診療放射線技師[6] 臨床工学技⼠[7] 救急救命⼠[2]

第７回 医師の働き方改革を進めるための
タスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 資料

４
令和２年12月11日
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【令和元年度〜】
１．「みんなで医療を考える月間」の実施

２．アワードの創設

３．国⺠全体に医療のかかり方の重要性に気づいて
もらうための普及啓発（CM等各種広告、著名人活用等）

４．信頼できる医療情報サイトの構築

５．#8000・#7119（存在する地域のみ）の周知

６．⼩・中学校及び⺟親学級等で医療のかかり方改善の
必要性と好事例の普及啓発

７．⺠間企業における普及啓発

上手な医療のかかり方の普及・啓発

11月の取組

【H30.上手な医療のかかり方を広めるための懇談会】
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令和２年度診療報酬改定について

診療報酬として 公費 １２６億円程度

地域医療介護総合確保基⾦として 公費 １４３億円程度

なお、勤務医の働き⽅改革への対応については、今後、医師に対する時間外労働の上限規制の適用及び暫定特例⽔準の適用終了に向
けて、上限を超える時間外労働ができる限り早期に解消されるよう、医療機関による労働時間短縮を促進する制度的対応等とあわせ、診療
報酬及び地域医療介護総合確保基⾦の対応を検討する。

勤務医への働き方改革への対応について

１．診療報酬 ＋０．５５％
※１ うち、※２を除く改定分 ＋０．４７％

各科改定率 医科 ＋０．５３％
⻭科 ＋０．５９％
調剤 ＋０．１６％

※２ うち、消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き⽅改革への特例的な対応 ＋０．０８％

２．薬価等
➀ 薬価 ▲０．９９％
※ うち、実勢価等改定 ▲０．４３％

市場拡大再算定の⾒直し等 ▲０．０１％

➁ 材料価格 ▲０．０２％
※ うち、実勢価等改定 ▲０．０１％

診療報酬改定
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１．救急医療に係る実績として、救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプターによる搬送受入件数が年間で2000件以上であること。

２．病院の医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制として、次の体制を整備していること。
・病院勤務医の勤務状況の把握とその改善の必要性等について提言するための責任者を配置すること
・多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議を設置し、計画を作成すること 等

救急病院等における勤務医の働き方改革への特例的な対応について

診療報酬の対象要件のイメージ （公費ベース126億円）

１．補助の対象となる医療機関は、以下のような都道府県知事が認める医療機関を想定。
・救急車受入件数が1000台以上2000台未満であり、地域医療に特別な役割がある医療機関
・救急車受入件数が1000台未満のうち、
－ 夜間・休日・時間外入院件数が500件以上で、地域医療に特別な役割がある医療機関
－ 離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しないなど、特別な理由の存在する医療機関
・地域医療の確保に必要な医療機関であって、
－ 周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働く医療を提供している場合

－ 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一定の実績と役割がある場合など、５疾病５事
業で重要な医療を提供している場合

・その他在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関

２．基金の交付要件として、追加的健康確保措置に取り組み、かつ、時短計画を定めるなどを条件に交付する。

３．上記の総合的な取組に要する、ＩＣＴ等機器、休憩室整備費用、改善支援アドバイス費用、短時間勤務要員の確保経費等をパッ
ケージとして補助。

基金事業の対象要件のイメージ （公費ベース143億円）

○ 令和２年度の診療報酬改定においては、過酷な勤務環境となっている救急医療体制における重
要な機能を担う医療機関（具体的には年間救急車等受入2000台以上）について、地域医療の確保
を図る観点から評価を行うことを検討。

〇 一方、地域医療介護総合確保基金においては、診療報酬の対象とならない医療機関（Ｂ水準相
当）を対象として、地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関につ
いて、医師の労働時間短縮のための体制整備に関する支援を行う。

金額は令和２年度予算案

中 医 協 総 － ３
２ ． １ ． ２ ９
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国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基⾦事業計画

）

都
道
府
県

都道府県計画
(基⾦事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付 提
出

交付 提
出

申
請

地域医療介護総合確保基金の対象事業
１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の推進に関する事業【新規】

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）
○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和２年度政府予算（案）：公費で2,018億円
（医療分 1,194億円、介護分 824億円）
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地域医療勤務環境改善体制整備事業の対象となる医療機関について（イメージ）

年間夜間・休日・時間外入院件数

500件以上 500件未満

年
間
救
急
車
受
入
件
数

2000件以上 診療報酬による対応（※１）

1000件以上
2000件未満

基金事業による対応（※２）

1000件未満
基金事業による

対応（※２）

基金事業による

対応（※３）

（※１）ほかに必要な施設基準を満たし、かつ病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制をとっていることが必要。
（※２）地域医療に特別な役割がある医療機関であり、かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県知事が認めた医療機関であることが必要。

離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しないなど、特別な理由の存在する医療機関含む。

（※３）以下のいずれかに当たり、地域医療に特別な役割がある医療機関であり、かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県知事が認めた医
療機関が対象。離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しないなど、特別な理由の存在する医療機関含む。
・地域医療の確保に必要な医療機関であって、
－ 周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働く医療を提供している場合

－ 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一定の実績と役割がある場合など、５疾病５事業で重要な
医療を提供している場合

・その他在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
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働き方に係る見直し事項等（全体像）

○ 医療従事者の負担軽減及び処遇改善のため
の要件の見直し

○ 病院勤務医の負担軽減及び処遇改善のため
の要件の見直し

○ 看護職員の負担軽減等の取組に係る評価の
見直し

○ 救急医療体制における重要な機能を担う医療
機関の評価

○ 医師事務作業補助体制加算の要件の見直し

○ 病棟薬剤業務実施加算等の要件の見直し

○ 周術期におけるタスク・シェアリング／タスク・
シフティング

○ 看護補助者に係る評価の見直し

○ 栄養サポートチーム加算の要件の見直し

○ 医師の常勤要件の見直し

○ 看護師の常勤要件及び専従要件の見直し

○ 会議の合理化

○ 書類作成の合理化

○ 研修要件の合理化

○ 診療報酬明細書の記載の合理化

○ 地方厚生（支）局への届出に当たっての業務
の効率化

医師・医療従事者の負担軽減策
タスク・シェアリング／タスク・シフティング、

チーム医療の推進

人員配置の合理化 業務の効率化・合理化

中 医 協 総 － ３
元 ． １ ２ ． １ ８
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１．大綱の概要

２．制度の内容
①医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度
医師・医療従事者の働き⽅改革を促進するため、労働時間短縮に資する設備

に関する特別償却制度の期限を２年延⻑する。
【対象設備】 医療機関が、医療勤務環境改善⽀援センターの助言の下に作成した医師
労働時間削減計画に基づき取得した器具・備品（医療用機器を含む）、ソフトウェア
のうち⼀定の規模（30万円以上）のもの

【特別償却割合】 取得価格の15％

②地域医療構想の実現のための病床再編等の促進のための特別償却制度
地域医療構想の実現のため、⺠間病院等が地域医療構想調整会議において合意された具体的対応⽅針に基づき病床の再編等を⾏った場合に取得

する建物等に関する特別償却制度の期限を２年延⻑する。
【対象設備】 病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）をした病院用等の建物及びその附属設備

（既存の建物を廃⽌し新たに建設する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様替）の場合）
【特別償却割合】 取得価格の８％

③⾼額な医療⽤機器に係る特別償却制度
取得価格500万円以上の⾼額な医療用機器に関する特別償却制度について、⾼度な医療の提供という観点から対象機器の⾒直しを⾏うとともに、配

置の効率化又は共同利用を特に図る必要がある特定の医療用機器（CT・MRI）の配置効率化等を促す仕組みを講じた上で、期限を２年延⻑する。
【対象機器】 ⾼度な医療の提供に資するもの又は医薬品医療機器等法の指定を受けてから２年以内の医療機器
【特別償却割合】 取得価格の12％

医療機関

器具・備品・
ソフトウェア※

③供⽤開始
医療勤務環境改善支援センター

医療労務管理アドバイザー

医業経営アドバイザー

都道府県医療勤務担当課室⻑
による確認

助⾔
確認

税務署

①計画書提出

②計画書返送

⻘⾊申告

連携

※例えば、医師が⾏う作業の省⼒化に資する設備等５類型のいずれかに該当するもの

医療用機器等の特別償却制度について、医療用機器に係る措置につき次の⾒直しを⾏った上、制度の適用期限を２年延⻑する
（所得税についても同様とする。）。
① 診療所における全身用ＣＴ及び全身用ＭＲＩの配置効率化等を促すための措置を講ずる。
② 対象機器の⾒直しを⾏う。

医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度の延⻑等の創設 （法⼈税、所得税）

参考：医療機関によっては合わせて活用可能な税制

56



医療従事者の働き方改革支援資金の創設（新規）

○ 医療貸付事業については、病院、介護老人保健施設、介護医療院及び診療所等を開設する個人又は医療法人等に対し、病
院等の設置・整備又は経営に必要な資金の貸付けを行い、社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図ることを目的とし
ている。

令和元年度財政投融資資金計画予算
3,168億円の内数（０億円）

（資金種類）
・長期運転資金

（融資条件）
・勤務環境改善にかかる費用について具体的な金額を盛り込んだ事業計画書を提出すること
・貸付限度額：病院５億円、診療所３億円
（既存の長期運転資金と併用する場合であっても上記を合計額の上限とする）
・償還期間：１０年以内（据置期間４年以内）
・利率：予定されている貸付利率は平成３０年１２月１２日現在を基準とした場合０．５１％

○ 長期運転資金関連の既存の融資メニューとしては以下のものがこれまでに設定されている（一例）。
・病院等に係る経営安定化資金（一時的な特殊要因等により生じた資金不足を解消するために必要な資金繰り資金等

貸付限度額：病院1億円、診療所4,000万円、平成３０年１２月１２日現在の貸付利率は０．８１％）
・地域医療構想支援資金（地域医療構想達成に向けた取組を実施する医療機関として都道府県が位置付けた病院等であって、
資金繰りの負担や収益構造の変化に適切に対応し、引き続き安定的な事業運営を行うために必要な資金
貸付限度額：病院5億円、診療所3億円、平成３０年１２月１２日現在の貸付利率は１．０１％ ）

独立行政法人福祉医療機構
厚生労働省の政策目的
に沿った低利融資

【医療従事者の働き方改革支援資金の概要】

【平成30年度までの福祉医療機構（医療貸付事業）による融資について】

参考：医療機関によっては合わせて活用可能な融資制度
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医療勤務環境改善支援センターのご案内

各都道府県
医療勤務環境改善支援センター

医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関のニーズに応じて、
総合的なサポートをします。 ▶検索ワード︓いきサポ
https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/outline/work-improvement-support-center/

課題解決の支援

健康で安心して働くことができる
快適な職場づくりを支援します

●勤務環境改善の成功事例を知りたい
職員のキャリアアップを図り、働きがいのある職場にしたい
●仕事と子育て・介護の両立支援に取り組みたい
●勤務間インターバルを導入したい
●コストの適正化、経営の効率化を図りたい
●自院で使える補助金・助成金はないだろうか 等

↓ こんなお悩みありませんか？ ↓

お気軽にご相談ください

★ 医療機関の勤務環境改善を支援するため、全都道府県に専門家に相談できる
医療勤務環境改善支援センターが設置されており支援を受けることができます。

相談先はこちら
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働き方改革：取組のポイント
「医師の「働き方改革」へ向けた
医療勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き」

を活用しながら

－平成30年度厚生労働省委託事業「医療分野の勤務環境改善マネジメントシステム
に基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究」より
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勤務環境改善マネジメントシステムの流れ 医療分野の「雇用の質」向上のた
めの勤務環境改善マネジメントシ
ステムの手引き（改訂版）より

各医療機関の取組

推進体制整備
シート

現状分析シート

現状診断・
対策立案シート

アクションプラ
ンシート

ＰＤＣＡ運営
シート

マネジメントシステム
導入の支援ツール
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■ステップ１︓⽅針表明
ポイント１︓組織的な取組であることの周知
ポイント２︓具体的な問題解決につながるという

「期待感」の醸成
ポイント３︓さまざまな手段を⽤いて、繰り返し

伝える

■ステップ２︓体制整備
ポイント４︓⾃機関の状況にあった体制づくり
ポイント５︓さまざまな職種や属性による多様な

チーム･メンバー構成が効果的
ポイント６︓医療機関内でのチームの位置づけを

明確にし、医療スタッフに周知を

■ステップ３︓現状分析
ポイント７︓既存の定量データを活⽤し、客観的な

分析で冷静に現状を⾒つめる
ポイント８︓不⾜する情報は、定性的な調査で把握
ポイント９︓課題抽出と原因分析は、「森」を⾒て

から、「⽊」を⾒ていく

■ステップ４︓目標設定
ポイント１０︓目標設定は ”SMART” に

■ステップ５︓計画の策定
ポイント１１︓現実的で継続性の高い計画を
ポイント１２︓チーム･メンバー以外の医療スタッ

フにも積極的に意⾒を求めましょう

■ステップ６︓取組の実施
ポイント１３︓取組内容の説明会を⾏い、ひろく

医療スタッフを巻き込みましょう
ポイント１４︓定期的に進捗状況を確認し、

医療スタッフへのＰＲもこまめに
ポイント１５︓取組内容やスケジュールの追加・

修正は柔軟に

■ステップ７︓評価・改善
ポイント１６︓「雇⽤の質」や「医療の質」の改善

につながっていますか
ポイント１７︓しっかりと⼀連の活動を振り返り、

次期計画を検討しましょう

７つのステップのポイント

Specific︓テーマは具体的か︖
Measurable︓測定可能か︖
Attainable︓達成可能なレベルか︖
Result-based︓成果に基づいているか︖
Time-oriented︓期限が明確か︖

・有効な対策の⽴案には、現状を正しく認識すること
が不可⽋です。

・とても悲惨な結果が出たとしても、現実は現実とし
てしっかりと受け⽌めましょう。

・悪いところばかりを改善しようとするのでなく、組
織には必ず、良いところ、「強み」があります。他の
組織と⽐べるのではなく、⾃機関の良いところ、「強
み」をもっと成⻑させ、発展させるためのデータとし
て活⽤しましょう。

医療分野の「雇用の質」向上のた
めの勤務環境改善マネジメントシ
ステムの手引き（改訂版）より
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医師の勤務環境改善の取組は7つのステップで区分されています

取組実施の流れ

どうやって取組めばいい？

取組の全体像は方針表明から始まり、評価・改善の７つのステップです。いずれのステップにおいても、部
門間の障壁等の様々な問題が発生し得ます。これらの問題はトップがリーダーシップを発揮し積極的に関
与している医療機関ほど迅速に解決されているため経営トップは積極的に関与するようにしましょう

最初は、取組やすいものから取組、達成感を味わうことが継続する上でのポイントです！

危機感（切迫感）、問題意識を高め、
十分な数の人々と共有する

改革推進のために使命感をもって
取り組むメンバーでチームを結成する

目指すべき目標、改革のビジョンと戦略を明確にし、
組織内に普及、周知徹底、共有する（理解と賛同を得る）

ビジョンを実行に移す人々に権限を付与し、
改革しやすい環境を整える

短期的な成果を計画的に生み出し、認知・評価する

元に戻らないように変革を進める（油断せず推進する）、
新たな仕組み・制度を習慣化し、文化を醸成する

マネジメントシステムが推奨する7ステップ 経営トップの役割
重要

重要
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好事例とされる医療機関で見受けられる3つの要素

経営陣からの
強いメッセージ

【背景】

勤務環境に係る多くの取組は、1つの部

門だけで完結するものではなく、複数の
部門の協力・連携なしには実行できない
ものであります。

【好事例における特徴】

多くの好事例では、「部門の壁」「組織の
壁」を打ち壊し、考え方を浸透させ、施策
を推進するための、院長ならびに診療科
等を超えた立場にある経営陣からの施
策をやりきることや目指すことに対する強
いメッセージが見受けられました。

課題解決のため問題点を
本気で変えていくための
施策面での包括的な工夫

現場力を活かした
施策への取組

【背景】

一般的には、リーダーがメッセージを発
するだけでは問題は解決しません。問題
解決には、一般的に包括的な施策が必
要であります。各施策の実現には多くの
バリア（障壁）があり、それらを打破しな
ければ、期待する成果に繋がりません。

【好事例における特徴】

好事例では、何となく世間で知られる施
策を何となく導入したわけではなく、以下
のような特徴が見受けられました。

• 抱える問題に合致した施策群を導入

• 金銭面／技術面／マンパワー面等、
施策の導入に係るバリアを理解し、そ
の1つ1つを打破する、特徴的で、ピン
ポイントな取組の実施

【背景】

新施策導入に際しては、どんなケースで
あれ、現場で運用面での問題が発生しま
す。これらへ早い段階で把握・対処する
にあたっては、現場での、そして現場との
コミュニケーションが必要です。

【好事例における特徴】

多くの好事例では、新施策を導入する過
程での現場での問題を積極的・建設的に
調整・解決したり、新制度を広く説明する
等、現場コミュニケーションを通じて施策
を推進する様子が見受けられました。ま
た、施策実施後に問題点を見つけて修正
する等、現場力を活かして、施策効果を
最大化するための継続的な取組を行って
います。

どんな名称の施策（例：院内保育、医師事務作業補助者導入）を展開するかはもとより、
上記にみられるように、どのように導入・展開していくかが好事例では特徴的
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施策推進に必要な強いメッセージの要素

施策を徹底して実行した事例では、トップが強い信念のもと施策推進を主導し、関係
者の合意形成や現場職員の行動変革が起きるよう工夫がされています

経営陣からの
強いメッセージ

【何を伝えるか】

意見が分かれかねないことも信念を
もって行動変容を促すメッセージを発
信－変化を促す際には、必ずしも皆
が簡単に納得したり、同意するような
ことばかりとは限りません。好事例で
は、リスクをとって強く一つの方向性
を示す事例が多くみられました。

【誰に伝えるか】

幅広い関係者それぞれに対しての、

メッセージの提供－院内／院外それ
ぞれに多くの関係者がおり、部門の
壁等課題がある場合は、大局的な視
点で多くの関係者のサポートが必要
になります。好事例では、メッセージを
幅広い関係者に遍く伝えていました。

【どのように伝えるか】

相手が受入れられ、全体最適を通し
て、前向きに行動変容する形での

コミュニケーション面での工夫－メッ
セージを伝える理由は行動変容を促
すことであり、好事例では、継続的で、
適切なタイミングでのコミュニケーショ
ンを通じて行動変容を促していました。

院長ならびに診療科等を超えた立場にある経営陣からの

施策をやりきることや目指すことに対する強いメッセージ

• WLB推進について現場職員に対して

「休むのは良いことだ、お互い様だ」と
共通認識を醸成（福岡大学筑紫病院）

• 理事長が主導し将来的なスマートデ
バイスの必要性を説き、導入時の現
場負担増加に関し理解を醸成（HITO
病院）

• 職員定数や経営負担について、病院
長が議会説明等のため尽力（公立森
町病院、岩手県立中央病院等）

• NP活用について院内全体の説明会

を開催する等、施策の意義を院内全
体に周知（大同病院、江津総合病院）

• 「福岡県子育て応援宣言」に参加する
等、トップが具体的な行動を伴って組
織内に明示（芳野病院）

• 職員の年休取得情報を管理職に明示
する管理表の作成等、現場意識を変
革するツールを準備（福岡市民病院）
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施策面での好事例の特徴例

実効性担保・定着を図るための工夫が不可欠です

課題解決のため問題点を
本気で変えていくための
施策面での包括的な工夫

働きやすい環境の実現に向けて
特徴をだした、包括的な施策群（例）

施策導入／効果的な成果の創出を阻害する一つ一つのバ
リアを打破したり、バリアに関するリスクを軽減したりする

ためのピンポイントな取組（例）

問題：医師の働く上での
負担を削減したい

施策：医師事務作業補助者配置
（岩手県立中央病院、公立森町病院）

施策：当直シフト制導入
（福岡大学筑紫病院）

施策：ICTの活用
（HITO病院）

施策：サービスレベルの見直し（土曜業務等）
（聖路加国際病院）

その病院にとっての問題を解決する取組みを
幅広い視点から考え、展開している

施策：医師事務作業補助者を活用して、配置

費用対効果の説明と
臨時職員制度の活用
（岩手県立中央病院）

（自治体病院）
定数による
増員への制約

施策導入を妨げるバリア1つ1つに対応する取組を
実施し、施策の効果的な導入を図っている

バリア 取組

補助者自身が自己研鑽し、
医師に対して地道にPR

（公立森町病院）

活用へのためらい、
理解不足

トップが主導し補助者の

業務を明確化・現場へ周知
（岩手県立中央病院）

雑務集中による補
助者の離職
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現場力を活かした施策への取組についての考え方・例

担当者自身が積極的に研鑽や他職員とのコミュニケーションを図っています

新規の取組を行う場合には特に
自身の技能習得や地道な作業
を継続して周囲の信頼を獲得
自分にできることを周囲にもPR

施策開始時だけではなく、定着
後も随時関係者の意見を聞く場
を持つ等、施策の形骸化や状況
に合わなくなることを防止

WLBの取組に関する職員間の

軋轢や新設する職種の業務内
容について、率直に意見交換を
重ねて相互理解を醸成

現場力を活かした
施策への取組

研鑽

組織間

コミュニケー
ション

施策導入後の
継続的な
改善活動

施策導入過程での現場での問題を現場コミュニケーションを通じて積極的・建設的に調整・解決したり、
施策実施後に問題点を見つけて修正する等、施策効果を最大化するための継続的な取組を実施

• 医師事務作業補助者が手術録整理や
カルテ読込等地道な努力で信頼獲得
（公立森町病院、岩手県立中央病院）

• 看護師が自らNPの学校に通い技能を

磨き、経営層や医局会に自分にできる
ことをプレゼン（島根県済生会江津総
合病院）

• 現場の意見を聞きながらピクトグラム
の種類や形状をカスタマイズし、更に
掲示場所も工夫（三萩野病院）

• 当院の実態に合うよう機能や運用を調
整しつつ、少人数からスマートデバイ
スを導入し順次拡大（HITO病院）

• 時短勤務者自らが周囲の職員に制度
説明し、周囲が思っていることに耳を
傾け、相互理解を推進（芳野病院）

• NPが診療科をローテーションして医師
のニーズを探り、2年かけてNP業務に
ふさわしい領域を抽出（大同病院）
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人口構造の変化は急速に進む！
ので、
「働き方改革」という風に乗って、一気に、
働く人を強く惹きつける医療界へ！！

医療を未来につなげるためにも、

魅力ある職場作り（＝働き方改革）を！！

好事例を医療業界の常識に！！
◆ICT活用（スマホ活用による情報共有の効率化）
◆医師事務作業補助者の活用
◆緊急時を除く時間外の病状説明の取りやめ ◆各科当直の見直し ◆複数主治医制
◆多様な勤務形態 ◆完全休日 ◆当直明け勤務負担の緩和
◆特定行為看護師・院内薬剤師の活用
◆地域の開業医との連携 etc
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魅力ある職場作り
を！！

地域での医療機関間の連携！

多職種の連携・協働！

チーム医療！

複数主治医制！

タスク・シフト！
タスク・シェア！

柔軟な勤務形態！

病診連携も！
院内保育・学童！
病後児保育！

貴方のリーダーシップ！

（＝働き方改革）

医療を未来につなげるためにも、

働き方改革には、何が必要？

国民の医療のかかり方 68


